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2015 年都道府県間産業連関表の作成と分析 

猪田尚希・居城琢（横浜国立大学） 

１．はじめに 

地域間産業連関表は、地域別・産業別の生産構造に加え、ある地域の需要が他地域の生
産をどの程度誘発するかを把握するための基礎資料である。各都道府県が公表する地域内
産業連関表（県表）には、移出入の総額は示されるものの、その相手先は示されない。そ
こで本稿では、47 都道府県が公表した 2015 年の県表を接続し、県内供給、他県からの移
入、国外からの輸入を区別した 2015 年都道府県間産業連関表を作成する。その作成には、
県表間で異なる部門分類や輸出入・移出入の扱いを統一し、移出・移入を相手先県別に配
分する必要がある。相手先県別の配分には、利用可能な外部統計を優先し、それ以外の部
門には非調査型（ノンサーベイ型）の推計を用いる。この意味で、本表は、県表と外部統
計を組み合わせた非調査型の地域間表と位置づけられる。 

独立行政法人経済産業研究所（RIETI）の都道府県間産業連関表は、この課題に関する
代表的な作成事例である。新井（2022）は、2011 年表の作成に当たり、県表間の部門分
類と表章概念をそろえ、本社部門と移出入の相手先を外部統計から推計し、RAS 法（反復
比例調整法）による調整を経て非競争輸入型表へ変換する手順を体系的に示している。 

分析面では、居城・須原・種田（2020）が、47 都道府県の 2011 年地域内表を接続し、
48 部門からなる全国地域間産業連関表を作成した。地域間取引の推計には、財部門で物流
センサス、サービス部門で相手地域の需要額、農畜産部門で農林水産省の品目別統計を用
いた。居城・須原（2021）は、この表を用いて、地域別最終需要による都道府県間の生産
誘発関係、総投入基準波及効果およびゴッシュ逆行列による前方連関効果を分析している。 

2015 年表の作成には、震災直後の 2011 年とは異なる時点の地域間取引構造を捉える意
義もある。居城・須原（2021）は、2000 年・2005 年に東京都が茨城県、栃木県、群馬県
から生産誘発を受けていた関係が 2011 年には弱まったことを示し、その要因が構造変化
か震災直後の年次に固有のものかを 2015 年表で検討する必要性を指摘している。本稿で
は、2015 年の地域間表を作成し、同じ分析枠組みによってこの関係を改めて確認する。 

作表には新井（2022）の手法を、分析には居城・須原（2021）の枠組みを用いる。作表
では、2015 年全国産業連関表の統合中分類 107 部門を基礎とし、自家輸送を除く 106 産
業部門に、独立して推計した本社部門を加えて推計する。分析では、都道府県間の生産誘
発関係を 2011 年表と比較するとともに、本社部門が東京都の生産誘発に及ぼす直接・間
接効果を検討する。これにより、2015 年時点の都道府県間分業を詳細な部門分類で示し、
2011 年表で指摘された地域間関係の継続性と本社機能の寄与を明らかにする。 

作表から分析までの流れを表 1 に示す。 
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表 1 2015 年都道府県間表の作成・分析フロー 
段階 工程 処理内容・主な出力 

1 原表整備 

1-1 入力データ整備 
47 都道府県表、全国表、部門対応表、地域コード表、補助統
計を収集し、金額単位と表章項目をそろえる。 
主な出力：県表・全国表・部門対応表・補助統計 

1-2 部門統一 
県表の部門を 2015 年全国表の分類へ対応させる。結合部門は
分割し、特殊部門は方針に従って整理する。 
主な出力：107 内生部門、部門対応確認 

2 交易推計 

2-1 輸出入・移出入の分離 

輸出・移出または輸入・移入が合算されている県表につい
て、両者を分離して公表している都道府県表の値を全国集計
し、同一部門の比率を算出して分割する。同一部門の比率が
得られない場合は、上位分類の比率を用いる。 
主な出力：部門別の輸出、輸入、移出、移入 

2-2 本社部門推計 
本社サービス需要、本社部門列、本社経費控除を推計し、本
社部門を独立して設ける。 
主な出力：本社 OD、本社投入、控除後の産業部門列 

2-3 発地・着地別 
移出入の推計 

外部統計または移出額・移入額の周辺計に基づく発地・着地
別の初期分布から部門別 OD を作成し、RAS 法で発地県別移
出額と着地県別移入額に一致させる。 
主な出力：非対角 OD、移出額・移入額の周辺計との整合 

3 地域間表へ
の変換 

3-1 非競争輸入・移入型表 
への変換 

各県・各部門の競争型需要を、県内からの供給、他県からの
供給、国外からの輸入、移出入調整項に分ける。 
主な出力：2015 年都道府県間非競争輸入・移入型表 

4 検証 4-1 内部・外部検証 
行和・列和、RAS 収束、本社勘定を確認し、全国表および県
⺠経済計算と比較する。 
主な出力：検証結果、要確認項目 

5 分析 5-1 波及分析・比較 
地域間生産誘発関係、本社部門の効果、総投入基準波及効
果、前方連関効果を計算し、過去表と比較する。 
主な出力：分析結果、図表、過去表との比較結果 

注：OD は発地・着地別の地域間取引を指す。周辺計は、発地県別移出額（行和）と着地県別移入額（列和）で
ある。 

２．データと対象範囲 

2.1 使用データ 

本稿で使用したデータは、各都道府県が公表した平成 27 年（2015 年）産業連関表、
2015 年全国産業連関表（総務省ほか，2019）、部門対応表、補助統計である。県表とし
て、各自治体が公表する取引基本表（生産者価格評価表を含む）を用い、各県で異なる部
門分類、最終需要項目、粗付加価値項目、輸出・輸入・移出・移入項目を全国表の分類に
対応させた。補助統計のうち、発地・着地別移出入の推計に用いた統計を以下「外部統計」
という。金額はすべて百万円単位に換算して計算した。結果の表示には、作成方法・検証
では百万円、生産誘発分析・過去表比較では兆円を用いた。居城・須原（2021）との直接
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比較に用いる表・図のみ、同論文に合わせて 100 億円単位とした。差額と比率は、丸め前
の値から算出した。 

県表では、国外輸入と移入は控除項目として負値で表章されることが多い。本稿では、
推計に際して両者を正の金額に変換した。最終表では、国外輸入を「（控除）輸入」欄に
負値で表示し、移入を他県からの供給として非対角ブロックに計上した。輸出と移出は、
原表と同様に正の金額として扱った。 

部門分類は、作表段階では新井（2022）の 2011 年表で最終的な表章単位とされた 31 部
門に集約せず、県表と 2015 年全国表を対応付けられる範囲で詳細な部門分類を保持した。
作表段階で部門を粗くすると、県表に含まれる地域固有の産業構造が失われやすいためで
ある。全国統合中分類 107 部門のうち、自家輸送の投入構成は利用産業へ再配分し、独立
部門として表章していない。そのうえで、本稿で推計した本社部門を追加した。 

2.2 作表単位 

最終表は、47 都道府県×107 内生部門の地域・部門区分で構成した。107 内生部門は、
106 の産業部門と本社部門で構成する（以下、107 部門表）。新井（2020，2022）が本社
サービスを独立部門として扱っていることに加え、東京都をはじめとする大都市圏への本
社機能の集中が地域間波及に影響するため、本稿でも本社部門を他の産業部門に含めず、
独立して設けた。内生部門の一覧と発地・着地別初期分布に用いた資料は付表 1 に示す。 

３．作表方法 

本稿の作表方法は新井（2020，2022）を基本とし、2015 年に利用可能な資料と各県表
の表章に応じて、本社部門の地域間配分、初期分布、移出入調整項等の扱いを変更した。 

3.1 部門統一 

各県表の部門を 2015 年全国表の分類へ対応させる。原表で複数の全国統合中分類が一
つの部門にまとめられている場合は、2015 年全国表の国内生産額 𝑋𝑋�� を用いて、結合部門 
𝑐𝑐 を全国統合中分類 𝑘𝑘 𝑘 𝑘𝑘� へ分割した。分割ウェイトは 

𝑤𝑤��� =
𝑋𝑋��

∑ 𝑋𝑋ℓ�ℓ𝑘��
 

とした。中間取引には行部門と列部門の双方のウェイトを、最終需要と輸出入・移出入に
は行部門のウェイトを、粗付加価値には列部門のウェイトを適用した。全国分類に対応し
ない県固有項目は内容を個別に確認し、産業部門に該当しない項目は集計に含めていない。
部門対応は県表ごとに確認し、最終的に全国表と対応する 106 産業部門に本社部門を加え
た 107 内生部門に統一した。 

自家輸送は、利用産業が自ら行う輸送活動の費用を表すため、新井（2020，2022）と同
様に、本稿では独立した産業部門として残していない。自家輸送部門の投入構成を、自家
輸送を利用していた各産業へ配分し、県表に自家輸送の移入が計上されている場合は道路
輸送に含めた。 
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3.2 輸出・輸入・移出・移入の分離 

県表に輸出、移出、輸入、移入の明示値がある場合は、その値を優先した。輸出と移出、
または輸入と移入が合算されている場合は、分離して公表している県表から全国分類別の
比率を求め、合算額を分割した。 

地域を 𝑟𝑟、原表部門を 𝑗𝑗 とし、輸出・移出合計を 𝑇𝑇�,����、同じ全国分類 𝑠𝑠 に属する分離表
章行の集合を 𝑃𝑃���� とすると、輸出比率を 

𝛼𝛼���� =
∑ 𝐸𝐸�,��������(�,�)������

∑ ((�,�)������ 𝐸𝐸�,�������� + 𝑁𝑁�,����)
 

とし、合算行を 

𝐸𝐸�,�������� = 𝛼𝛼����𝑇𝑇�,����,  𝑁𝑁�,���� = (1 − 𝛼𝛼����)𝑇𝑇�,���� 
と分けた。ここで 𝐸𝐸������� は国外への輸出、𝑁𝑁��� は移出である。輸入・移入も同じ方法で
分割した。同じ全国分類の比率が得られない場合は上位分類の比率を用いた。全国表でも
輸出または輸入が 0 の部門は、該当する国外取引の比率を 0 とした。 

この分割を行ったのは 17 県である。1 埼玉県の住宅賃貸料と、愛知県原表の「非食用作
物」では、移入欄が正値であったため相手先別移入には用いず、符号を反転して移出入調
整項に含めた。2 

ここで得た移出額と移入額を、3.4 節の発地・着地別移出入の推計における行和および
列和の制約値とした。 

3.3 本社部門の推計 

本社部門を新設するに当たり、各産業による本社サービス購入額、本社部門自身の中間
投入と粗付加価値、および既存産業部門から控除する本社経費を整合的に推計した。各産
業による本社サービス購入額は本社部門の行に、本社部門が購入する財・サービスと生み
出す粗付加価値は本社部門の列に計上した。また、二重計上を避けるため、既存産業部門
に含まれていた本社経費相当額を控除した。 

47 都道府県表のうち、本社部門が明示されているのは東京都表のみである。東京都地域
間産業連関表には、東京都とその他地域について別々の本社部門列が示されている。本稿
では、東京都の本社産出額 30,707,469 百万円と、その他地域の本社産出額 51,543,412 百
万円を 2015 年の基準額とした。その他地域の総額は、平成 28 年経済センサス‐活動調査
の本所所在地別従業者数に比例して 46 道府県へ配分した。同調査の表 20 には、支所所在
地、本所所在地、産業別の従業者数が収録されている。本所所在地を本社サービスの供給

 
1 対象は、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、富山県、石川県、福井県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡
山県、広島県、香川県、福岡県、佐賀県、大分県、宮崎県である。 
2 埼玉県の住宅賃貸料の正値移入は 0.001 百万円であり、丸めによる差額とみられる。愛知県原表の「非
食用作物」の正値移入 5,610 百万円は、原表上の調整値として扱った。両県は輸入と移入を分離して公表
しているため、17 県の分割対象には含めていない。 
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元、支所所在地を需要地とし、経済センサスの産業分類を本社サービスの利用産業に対応
付けた。 

本社所在地を 𝑜𝑜、支所所在地を 𝑑𝑑、経済センサス上の産業を 𝑘𝑘、産業連関表の利用産業を 
𝑢𝑢 とし、従業者数を 𝑃𝑃�𝑑�𝑑�  とする。経済センサス産業から利用産業への着地県別対応ウェ
イトを 𝑔𝑔���（各 𝑑𝑑𝑑 𝑑𝑑 について ∑ 𝑔𝑔���� = 1）とする。単独の部門に対応する場合は当該部
門のウェイトを 1 とし、複数部門に対応する場合は着地県の 2015 年県表における県内生
産額の構成比を用いた。候補部門の県内生産額がすべて 0 の場合は、2015 年全国表の生産
額構成比を用いた。本社所在地別従業者数を 

𝑊𝑊� =�𝑃𝑃�𝑑�𝑑�
�𝑑�

 

とした。東京都の本社産出額を 𝑄𝑄����� = 30,707,469 百万円、その他地域の合計を 𝑄𝑄����� =
51,543,412 百万円とし、東京都以外の県別本社産出額を 

𝑄𝑄� = 𝑄𝑄�����
𝑊𝑊�

∑ 𝑊𝑊����������
 

と推計した。この 𝑄𝑄�  を、支所所在地別・利用産業別の従業者数構成で配分し、本社サー
ビス需要の初期配分を 

𝐻𝐻�𝑑�𝑑�𝑝�𝑝 = 𝑄𝑄�
∑ 𝑔𝑔���� 𝑃𝑃�𝑑�𝑑�

𝑊𝑊�
 

とした。本社サービス需要は、最終表の 106 産業部門のうち、帰属家賃、公務、事務用品、
分類不明を除く 102 部門へ配分した。帰属家賃と事務用品は事業所を単位とする産業部門
ではなく、公務は使用統計の対象外であり、分類不明は対応産業を特定できないためであ
る。自家輸送は利用産業へ再配分して独立部門として表章していないため、配分対象に含
めていない。続いて、東京都表に明示された本社部門の移出額と移入額に一致するよう、
東京都を発地とする県間分と東京都を着地とする県間分をそれぞれ比例調整した。この際、
本社所在地別の本社産出額 𝑄𝑄�  は維持した。最終表への配分では、調整後の値から作成し
た発地県・着地県別取引額と着地県・利用産業別需要額をともに保持し、各着地県の発地
県構成を利用産業間で共通として、本社サービス額 𝐻𝐻�𝑑�𝑑� を再構成した。国外からの本社
サービス輸入は計上せず、同一県内分を県内供給、他県分を地域間供給とした。経済セン
サス産業と利用産業の対応は付表 2 に示す。 

本社部門列についても、2015 年東京都地域間産業連関表に合わせ、東京都とその他地域
で投入構造を分けた。中間投入率は東京都 34.57%、その他地域 27.95%、粗付加価値率は
それぞれ 65.43%、72.05%である。県 𝑜𝑜 に適用する地域区分を 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝、区分別の中間投入率
を 𝜌𝜌�𝑝�𝑝、本社部門自身への投入を除く産業部門別投入構成比を 𝑎𝑎�𝑑�𝑝�𝑝（∑ 𝑎𝑎�𝑑�𝑝�𝑝� = 1）、
本社部門を ℎ とすると、本社部門による産業部門 𝑖𝑖 からの中間投入は 

𝑋𝑋�𝑑�𝑑� = 𝑄𝑄�𝜌𝜌�𝑝�𝑝𝑎𝑎�𝑑�𝑝�𝑝 
となる。粗付加価値は 𝑄𝑄�(1 − 𝜌𝜌�𝑝�𝑝) とし、東京都とその他地域の各本社部門列に示された
構成比で粗付加価値項目へ配分した。本社部門の生産額は全国で 82,250,881 百万円となる。 

本社サービス需要を追加する際の二重計上を避けるため、着地県 𝑑𝑑、利用産業 𝑢𝑢 の需要
総額 𝐵𝐵�𝑑� = ∑ 𝐻𝐻�𝑑�𝑑��  を当該県・利用産業の既存の投入列から控除した。まず正の中間投入
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額から投入構成比に応じて控除し、不足分を正の粗付加価値額から比例控除した。それで
も不足する場合は、不足分を営業余剰から控除した。控除結果は 4.1 節で検証する。 

3.4 発地・着地別移出入の推計 

移出額・移入額の周辺計から、発地県・着地県・部門別の取引額を推計する。産業部門
の初期分布には、商品流通調査、貨物流動、旅客流動に基づく相手先構成を用いた。本社
部門の地域間配分は 3.3 節の方法で別に推計した。 

外部統計の元資料における発地を 𝑜𝑜、着地を 𝑑𝑑、元資料品目を 𝑘𝑘、全国統合中分類部門を 
𝑠𝑠 とする。品目 𝑘𝑘 から部門 𝑠𝑠 への対応ウェイトを 𝑤𝑤�,� とし、元資料の相手先構成を 𝑅𝑅�,�,� 
とすると、外部統計に基づく初期分布は 

𝑆𝑆�,�,���� =�𝑤𝑤�,�
�

𝑅𝑅�,�,�  (𝑜𝑜 𝑜 𝑜𝑜𝑜 

として作成した。商品流通調査については、2011 年の相手先構成に基づいて初期分布を作
成し、2015 年の移出額・移入額の周辺計に合わせて調整した。貨物流動と旅客流動には
2015 年の資料を用いた。複数の資料が同じ部門に対応する場合は、商品流通調査、貨物流
動、旅客流動の順に採用した。 

外部統計にすべての都道府県間の組合せが含まれていない場合は、資料にない発地・着
地の組合せに限って、補助的な微小初期値を設定した。外部統計が得られない部門では、
移出額と移入額の外積による初期分布を用いた。3 

発地県 𝑜𝑜 の移出額を 𝑂𝑂�,�、着地県 𝑑𝑑 の移入額を 𝑀𝑀�,������ とすると、その相対的な大きさを 

𝑆𝑆�,�,������ ∝ 𝑂𝑂�,�𝑀𝑀�,������  (𝑜𝑜 𝑜 𝑜𝑜𝑜 
とした。これは RAS 法に与える相対的な初期値であり、距離・所要時間・運賃による交易
抵抗は考慮していない。 

地域間取引を推計しない建築、公務等の 9 部門を除く 97 部門のうち、67 部門には外部
統計を用い、残る 30 部門には外積による初期分布を用いた。地域間取引額に占める割合
は、それぞれ 68.3%と 31.7%である。部門別の資料は付表 1 に示す。 

3.5 RAS 法 

県表は都道府県ごとに作成されるため、部門別の移出合計と移入合計は一致しない。新
井（2022）と同じく移出側を基準とし、移入額の地域構成を保ったまま、その総額が移出
総額に一致するよう移入側を比例調整した。部門 𝑠𝑠 の移出総額と移入総額を 𝑂𝑂� = ∑ 𝑂𝑂�,�� 、
𝑀𝑀� = ∑ 𝑀𝑀�,�������  とすると、𝑂𝑂� > 0、𝑀𝑀� > 0 の部門では、 

𝜅𝜅� =
𝑂𝑂�
𝑀𝑀�

,  𝑀𝑀��,������ = 𝜅𝜅�𝑀𝑀�,������ 

として移入側を調整した。いずれかの総額が 0 の部門は推計対象外とした。 

 
3 外部統計の正の初期値の中央値の 10�� を基準とし、外部統計にない非対角セルの移出額・移入額の外積
に応じて配分した。外部統計値があるセルには加えていない。 

6
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移入側調整後の部門総額を 𝑇𝑇� = 𝑂𝑂� とする。対角セルを 0 とする場合、各県の移出額と
移入額の合計は 𝑇𝑇�  以下でなければならない。この条件を超える県では、移出額を 𝑇𝑇� −
𝑀𝑀��,������ まで減額し、その減額分を、同じ上限を超えない範囲で、同一部門の他県へ元の移
出額に比例して再配分した。再配分後の移出額を 𝑂𝑂��,� とする。この処理は、対角セルを 0
としたまま RAS 法を適用できるように本稿で追加したものであり、部門別移出総額 𝑇𝑇� は
変更しない。 

部門別の初期分布は、対角セルを 0 に固定し、行和が再配分後の移出額、列和が調整後
移入額に一致するよう RAS 法（Bacharach，1970）で調整した。発地県を 𝑜𝑜、着地県を 𝑑𝑑、
調整後の地域間フローを 𝐹𝐹�,�,� とすると、制約は 

�𝐹𝐹�,�,�
���

= 𝑂𝑂��,�,  �𝐹𝐹�,�,�
���

= 𝑀𝑀��,������ 

である。調整後の地域間フローは、次節で着地県側の需要部門と最終需要項目へ配分する。
周辺計の調整結果と RAS 法の収束結果は 4.1 節に示す。 

3.6 非競争輸入・移入型表への変換 

競争型需要を、県内供給、地域間供給、国外輸入、移出入調整項に分ける。本稿では、
国外輸入と他県からの移入を県内供給と区別して表章する表を「非競争輸入・移入型表」
と呼ぶ。最終表では、国外輸入を「（控除）輸入」欄に表示し、国外輸入額と地域間移入
額の合計が競争型需要額を上回る場合の超過額を移出入調整項に計上する。この調整項に
は、県表から得た輸入・移入額と競争型需要額の差に加え、3.5 節で移出総額に合わせて
移入額の周辺計を調整したことによる差も含まれる。 

着地県 𝑑𝑑、投入部門 𝑠𝑠、需要先 𝑣𝑣 の競争型需要額を 𝐶𝐶�,�,� とする。𝑣𝑣 は国内中間需要部門
または国内最終需要項目を表し、輸出列と移出列は含めない。 

𝐷𝐷�,� =�𝐶𝐶�,�,�
�

 

を、着地県 𝑑𝑑、投入部門 𝑠𝑠 における競争型需要の合計とする。国外輸入額を 𝑀𝑀�,�
�������、RAS

調整後の地域間移入額を 𝑀𝑀��,������ とする。さらに、地域間移入に占める発地県 𝑜𝑜 の構成比を 

𝑞𝑞�,�,� = �
𝐹𝐹�,�,�
𝑀𝑀��,������

, 𝑀𝑀��,������ > 0,

0, 𝑀𝑀��,������ = 0
  (𝑜𝑜 𝑜 𝑜𝑜𝑜 

とする。3.2 節で述べた移入欄の正値に対する調整額を Γ�,��� ≤ 0 とし、該当しない県・部門
では 0 とする。𝐷𝐷�,� > 0 のとき、需要部門または最終需要項目 𝑣𝑣 ごとの県内供給、国外輸
入、地域間供給を 

𝐿𝐿�,�,� = 𝐶𝐶�,�,���� �0,� −
𝑀𝑀�,�
������� + 𝑀𝑀��,������ + Γ�,���

𝐷𝐷�,� �, 

𝑀𝑀�,�,�
������� = 𝐶𝐶�,�,�

𝑀𝑀�,�
�������

𝐷𝐷�,� ,  𝐹𝐹�,�,�,� = 𝐶𝐶�,�,�
𝑀𝑀��,������
𝐷𝐷�,� 𝑞𝑞�,�,� 
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として配分する。すなわち、部門別の地域間フローを、着地県側の競争型需要の構成に応
じて需要先別へ分ける。4 

国外輸入額と地域間移入額の合計が競争型需要を上回る場合は、県内供給を 0 以上に保
ち、その超過額を移出入調整項に負値で計上する。具体的には、 

Δ������ = 𝐷𝐷��� ��������
�

��������
�������

�
�� ���������

����
 

を需要側の調整項として計上する。この調整項には、3.2 節で述べた移入欄の正値に対す
る調整も含める。これにより、県内供給を 0 以上に保ちながら、RAS 調整後の地域間取引
額と国外輸入額を維持する。 

図 1 は、本稿で作成した非競争輸入・移入型地域間表の構造を示す。行方向には供給地
域・供給部門、列方向には需要地域別の産業部門と最終需要項目を配置する。国内供給部
分の対角ブロックは県内供給、非対角ブロックは地域間供給を表し、国外輸入、粗付加価
値、輸出、移出入調整項および生産額を別に表章する。図中の県名は表示例であり、実表
には 47 都道府県と 107 内生部門を収録している。 

 
図 1 本稿で作成した 2015 年都道府県間産業連関表の概念図 

 
4 𝐷𝐷��� = 0 で国外輸入または地域間移入が正となる場合は、移出入調整用の需要項目へ供給額を配分し、
同額の負値を移出入調整項に計上した。 

8
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４．作成表の検証 

4.1 内部整合性 

47 都道府県表の読み取り結果を原表と照合したところ、対象とした産業部門の県内生産
額は、部門統一の前後で一致した。本社部門の追加後に生じた原表との差は、本社産出額
の追加分と、既存の産業部門から控除した本社経費相当額から構成される。 

RAS 法の適用前には、対象 97 部門の移出総額 301,246,128 百万円に対し、移入総額は
279,554,712 百万円であったため、移入側を部門別に比例調整した。調整係数は 0.241〜
2.530 で、食料品、商業、研究、情報サービス、その他の対事業所サービスの調整額が大
きかった。非対角制約のための移出額再配分は 37 件、調整額の絶対値合計は 1,114,844 百
万円であった。 

RAS 法の反復停止条件は最大絶対誤差10��百万円以下とし、対象 97 部門のすべてで収
束した。非競争輸入・移入型表への変換後も需給恒等式が成立し、18 項目の最終監査で不
整合は確認されなかった。 

原表から得た産業需要のうち、負値を 0 に置き換えたセルは 2,096 セル、総額 327,030
百万円であった。移出入調整項は 47 都道府県の 66 部門、計 1,494 セルに計上され、全国
合計は−17,601,551百万円であった。その絶対額は総生産額の 1.6%、競争型表の中間需要
額の 3.7%に相当する。調整額が大きい栃木県、山梨県、奈良県、鳥取県、鹿児島県では、
調整額の 56.8〜75.4%が、移出総額に合わせて移入額の周辺計を調整した後に生じていた。 

東京都、山梨県、⻑野県、奈良県、香川県、愛媛県、鹿児島県の銑鉄・粗鋼では、鉄屑
を含む集約部門で原表の最終需要が負となっていたため、競争型需要が 0 以下となった。
この 7 件の調整額は、各都道府県の県内生産額の 0.03%未満であった。 

本社経費の 控除額は 82,250,881 百万円であ り、78,615,818 百万円を中間投入 、
3,635,063 百万円を粗付加価値から控除した。本社部門では、生産額が中間投入と粗付加
価値の合計に一致した。自家輸送は 43 都道府県で 9,007,213 百万円を利用産業へ再配分し、
移入 12,384 百万円を道路輸送へ振り替えた。詳細は表 2 に示す。 

4.2 全国表・県⺠経済計算との比較 

全国表との比較では、本表の県内供給、地域間供給、国外輸入を合計し、移出入調整項
を加味した産業間取引総額は 470,354,795 百万円で、全国表の 469,579,674 百万円を 0.2%
上回った。本表には独立して推計した本社部門が含まれるため、この値は全国集計額の比
較として示す。 

一方、本表の粗付加価値合計 592,357,098 百万円は、県⺠経済計算の県内総生産合計
562,194,968 百万円を 5.4%上回った（内閣府経済社会総合研究所，2022）。県別の上回り
率は広島県 16.1%、大分県 14.4%、岡山県 13.9%、神奈川県 13.5%、富山県 13.1%、石川
県 12.9%、宮崎県 12.3%、岐阜県 12.1%であった。8 県の原表段階における差は 4.3〜8.4%
であった。県⺠経済計算では中間投入に含まれる家計外消費支出を比較上控除すると、差
は 1.5〜5.7%に縮小した（内閣府経済社会総合研究所，2019）。本社部門の純増分は県内
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総生産の 3.9〜9.2%に相当し、最終的な差を拡大させた。以上から、8 県の差は、主とし
て両統計の概念差と本社部門の推計方法によるものと判断した。県⺠経済計算の値に合わ
せた再調整は行っていない。 

国内投入係数行列のスペクトル半径は 0.4528 で、レオンチェフ逆行列は数値的に非負で
あった。国内中間投入係数の列和が 1 以上となる 34 列は、本社経費控除後の粗付加価値
が負の 31 列と 0 の 3 列であった。粗付加価値が負の列は全体では 40 列あり、これら 34
列については波及力と粗付加価値の符号を併せて確認した。 

表 2 作成表の主な検証結果 
区分 確認項目 結果 

原表読取 対象都道府県・未処理項目 47 都道府県・0 件 

RAS 法 対象部門・最大移出誤差・最大移入誤差 97 部門・9.90 × 10��・
9.31 × 10���百万円 

非対角制約 移出額を再配分した件数・調整額の絶対値合計 37 件（34 都道府県、2 部門）・
1,114,844 百万円 

最終表 最終監査 18 項目すべてで不整合なし 
需要補正 負値を 0 に置き換えたセル・金額 2,096 セル・327,030 百万円 

移出入調整項 セル・都道府県・部門・全国合計 1,494 セル・47 都道府県・66 部
門・−17,601,551 百万円 

本社勘定 県別本社産出額と配分額・生産勘定の最大差 いずれも4.66 × 10���百万円 

本社経費控除 粗付加価値控除の対象 47 都道府県・168 県産業列・23
部門 

本社経費控除 粗付加価値控除額 3,635,063 百万円 

本社経費控除 営業余剰調整を計上した列・控除後粗付加価値が負
の列 37 列・40 列 

自家輸送 再配分した都道府県・金額 43 都道府県・9,007,213 百万円 
全国表比較 産業間取引総額の差 0.2% 

県⺠経済計算 粗付加価値合計の差・差が 12%を超えた県 5.4%・8 県 
投入係数行列 スペクトル半径・数値誤差を除く逆行列の負値 0.4528・0 セル 
投入係数行列 列和が 1 以上の列 34 列 

５．分析方法 

5.1 地域間生産誘発関係 

居城・須原（2021）と同様に、地域別最終需要が 47 都道府県の生産をどの程度誘発す
るかを計算した。5,029 の地域・部門のうち産出額が 0 以下の 232 地域・部門について、
対応する行と列を除外し、残る地域・部門を分析対象とした。国内取引額を 𝑧𝑧���、部門 𝑗𝑗 の
産出額を 𝑥𝑥� とし、投入係数を 

𝑎𝑎�� =
𝑧𝑧���
𝑥𝑥�  
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として投入係数行列 𝐴𝐴 𝐴 𝐴𝐴𝐴��) を作成した。レオンチェフモデルにより、地域 𝑑𝑑 の最終需
要ベクトルを 𝑓𝑓𝐴�) とすると、生産誘発ベクトルは 

𝑥𝑥𝐴�) =( 𝐼𝐼 𝐼 𝐼𝐼𝐼��𝑓𝑓𝐴�) 
で表される。ここで 𝐴𝐴 は、県内供給および地域間供給から作成した国内投入係数行列であ
り、国外輸入と移出入調整項は含めない。𝑓𝑓𝐴�) には、地域 𝑑𝑑 の家計外消費支出、⺠間消費
支出、政府消費支出、国内総固定資本形成、在庫純増およびその他の国内最終需要を含め
る。輸出と移出入調整項は含めないため、本稿の地域間生産誘発関係は、47 都道府県の国
内最終需要による誘発関係を表す。 

地域 𝑟𝑟 の生産が地域 𝑑𝑑 の国内最終需要によって誘発される額を、地域 𝑟𝑟 に属する行を選
択するベクトル 𝟏𝟏� を用いて 

𝐸𝐸��� = 𝟏𝟏��𝑥𝑥𝐴�) 
と表す。このとき、地域 𝑟𝑟 の被誘発額 𝑅𝑅� と誘発額 𝑆𝑆� は 

𝑅𝑅� 𝐴 �𝐸𝐸���
���

,  𝑆𝑆� 𝐴 �𝐸𝐸���
���

 

である。𝑅𝑅� − 𝑆𝑆�を純被誘発額とする。自地域需要による自地域生産 𝐸𝐸���  は、地域間関係
の集計から除外した。地域規模を調整して比較するため、県内生産額を 𝑋𝑋�  として域外需
要依存率 𝑅𝑅�/𝑋𝑋� を求めた。また、自地域の国内最終需要による国内生産誘発額 ∑ 𝐸𝐸����  に
占める誘発額の割合 𝑆𝑆�/∑ 𝐸𝐸����  を、域外生産誘発率とした。自地域および他地域の国内
最終需要による生産誘発額の合計が県内生産額以下となることも、全 47 都道府県につい
て検証した。 

5.2 総投入基準波及効果 

総投入基準波及効果では、対象部門の最終需要が 1 単位増加した場合に必要となる国内
および国外からの直接・間接投入を求めた。国内投入係数行列を 𝐴𝐴�、国外輸入投入係数行
列を 𝐴𝐴�、対象部門を表す単位ベクトルを 𝑒𝑒� とすると、総投入基準波及効果のベクトルは 

𝑔𝑔� = �𝐴𝐴�𝐴𝐴�� (𝐼𝐼 𝐼 𝐼𝐼�)��𝑒𝑒� 

である。この定義では、対象部門の最終需要の初期増加 1 単位そのものは投入額に含めず、
その生産を支える国内の地域・部門別投入と部門別の国外輸入投入を区別して一つのベク
トルに並べる。 

5.3 前方連関効果 

前方連関効果では、国内取引額 𝑧𝑧��� を供給部門 𝑖𝑖 の産出額 𝑥𝑥� で除し、産出係数を 

𝑏𝑏�� =
𝑧𝑧���
𝑥𝑥�  

とした。産出係数行列を 𝐵𝐵 𝐵𝐵𝐵𝐵 ��) とすると、ゴッシュ逆行列（Ghosh，1958）は 

𝐺𝐺 𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺   �� 
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から計算した。部門 𝑗𝑗 を供給元とする前方連関効果は、単位行ベクトル 𝑒𝑒�� を用いて 

ℎ�� = 𝑒𝑒��𝐺𝐺 
と求めた。前方連関効果は、供給側からみた販売先構造を示す連関指標として解釈し、供
給増加の因果効果とは区別する。居城・須原（2021）は、居城・須原・種田（2020）が作
成した農畜産部門分離表を用いている。同表では、⽶・⻨は農林水産省「作物統計調査
（平成 23 年産作物統計）」、豚・肉用牛は「畜産物流通調査・と畜場統計」、肉用若鶏
は「畜産物流通調査・食鳥流通統計」、鶏卵は「畜産物流通調査・鶏卵流通統計」、生乳
は「牛乳乳製品統計調査（平成 23 年牛乳乳製品統計）」を用いて、産業連関表の農畜産
部門を品目別に分割している。本稿では農畜産品を個別品目に分割せず、耕種農業と畜産
の集計部門で分析した。 

5.4 比較分析 

2011 年表と 2015 年表について、地域間生産誘発関係、総投入基準波及効果、ゴッシュ
逆行列による前方連関効果を比較した。ただし、両表では年次、部門分類、都道府県間取
引額の推計、本社部門の扱いが異なる。このため、東京都、神奈川県、大阪府、愛知県、
北海道、沖縄県の 6 都道府県を対象として、生産誘発関係を中心に比較する。以下、これ
らを「対象 6 都道府県」という。 

部門分類の違いへの対応は分析ごとに異なる。地域間生産誘発関係については、産業別
ではなく地域別の総額を比較するため、各年の部門別結果を地域別に集計した。総投入基
準波及効果では、2011 年表の「輸送機械」「飲食料品」を、それぞれ 2015 年表の「輸送
用機械」「食料品」に対応させた。2015 年表側で複数部門に分かれる輸送用機械と食料品
は、対応部門を生産額ウェイトで集約した。前方連関効果では耕種農業と畜産を中心に比
較し、2011 年表の⽶と豚を、それぞれ 2015 年表の耕種農業と畜産に対応させた。各年の
作成方法の主な違いを表 3 に示す。 

表 3 2005 年表・2011 年表・本稿 2015 年表の作成方法の主な違い 
項目 RIETI 2005 年表 RIETI 2011 年表 本稿 2015 年表 

部門分類 26 部門 31 部門 107 内生部門。比較時に 31 部門相当へ集
約 

本社部門 本社サービスを独立部門とし
て推計 本社部門を含む 31 部門表 

東京都表と経済センサスを用いて 46 道府
県の本社部門を推計し、既存産業部門から
本社経費を控除 

自家輸送等 2005 年表の定義による 2011 年表の定義による 自家輸送の投入構成を利用産業へ再配分
し、移入を道路輸送へ振替 

国外輸入・移出入 非競争移入・競争輸入型 非競争輸入型 非競争輸入・移入型。移出入調整項を別掲 
比較上の扱い 名目総額・本社比率の 3 時点

比較 31 部門相当の波及力比較 31 部門相当への集約と感度分析を併用 

2005 年、2011 年、2015 年の各年表に記載された名目総生産額を比較する（独立行政法
人経済産業研究所，2020，2022）。年次間の変化には、経済構造の変化に加えて推計方法
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の違いも含まれる。産業別の生産波及力は、2015 年表を 31 部門相当に集約し、作成方法
の違いに関する感度分析を併用して 2011 年表と比較する。レオンチェフ逆行列を 𝐿𝐿 𝐿
(𝑙𝑙��) = (𝐼𝐼 𝐼 𝐼𝐼𝐼�� とし、𝟏𝟏を全要素が 1 のベクトルとすると、地域・部門列 𝑗𝑗 の生産波及力
は 

𝜆𝜆� = 𝟏𝟏�𝐿𝐿𝐿𝐿� 𝐿�𝑙𝑙��
�

 

である。すなわち、当該列の最終需要が 1 単位増加したときの国内生産誘発額を表す。部
門 𝑠𝑠 に属する地域・部門列の集合を 𝐽𝐽�、都道府県 𝑟𝑟 に属する列の集合を 𝐽𝐽� とすると、部門
別および都道府県別の平均生産波及力は 

𝜆𝜆‾� =
1
|𝐽𝐽�|� 𝜆𝜆�

����
,  𝜆𝜆‾� =

1
|𝐽𝐽�|� 𝜆𝜆�

����
 

とした。いずれも各列の単純平均であり、生産額による加重平均ではない。 

5.5 本社部門の効果分解 

本社部門が都道府県間の生産誘発関係に及ぼす影響を確認するため、東京都について、
本社部門の直接寄与と、本社部門を通じて他産業に及ぶ間接効果を分けて計測した。直接
寄与は、東京都の被誘発額のうち本社部門で発生した生産額とした。 

さらに、仮説的抽出法（hypothetical extraction method; Dietzenbacher and van der 
Linden, 1997）を用いて、本社部門を取引構造から除いた場合の生産誘発額を計算した。
投入係数行列を 𝐴𝐴、本社部門に対応する行と列をゼロにした投入係数行列を 𝐴𝐴(��)、本社
部門に対する最終需要をゼロにした最終需要ベクトルを 𝑓𝑓(��) とすると、本社部門を仮説
的に除去した後の生産誘発額は 

𝑥𝑥(��) = �𝐼𝐼 𝐼 𝐼𝐼(��)���𝑓𝑓(��) 
で表される。抽出前の生産誘発額 𝑥𝑥 と 𝑥𝑥(��) の差を、本社部門を介した生産誘発効果とし
た。この差には、本社部門で直接発生する生産に加え、本社部門が情報サービス、商業、
金融・保険などから中間投入を購入することによって生じる間接効果が含まれる。 

5.6 初期分布と周辺計の感度分析 

3.4 節および 3.5 節の設定による推計を主分析とする。初期分布の感度分析では、外部統
計を用いる 67 部門を維持し、残る 30 部門の初期分布のみを、移出額と移入額の外積から
距離減衰型へ変更した。 

発地県 𝑜𝑜 と着地県 𝑑𝑑 の県庁所在地間距離を dist�,�（km）とした。距離は、国土地理院
「地理 院地 図」に よる 県庁所 在地 の世界 測地 系の緯 度・ 経度を 用い 、地球 半 径 を
6,371.0088km とする大円距離として計算した。距離減衰を用いる初期値は 

𝑆𝑆�,�,����� ∝ 𝑂𝑂�,�𝑀𝑀��,������ ���� �𝐼
dist�,�
350 � � 0�03�  (𝑜𝑜 � 𝑑𝑑) 
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とした。係数と定数項は感度分析のための設定値である。移出額・移入額の周辺計は主分
析と同じ値に固定したため、変化するのは移出入総額ではなく相手先構成である。最大相
手先、対象 6 都道府県の純被誘発額・順位、取引額のスピアマン順位相関係数を比較した。 

周辺計については、主分析の移出固定に加え、移入固定と両者の算術平均を試した。部
門別総額 𝑇𝑇� は、それぞれ 𝑂𝑂�、𝑀𝑀�、(𝑂𝑂� + 𝑀𝑀�)/2 とし、地域構成比を保って両側を調整した
後、生産誘発額まで再計算した。比較には、純被誘発額の都道府県順位のスピアマン順位
相関係数、最大順位変化、対象 6 都道府県の純被誘発額を用いた。 

６．地域間生産誘発関係 

第 6 章以下では、特記しない限り兆円単位を用いる。 

6.1 全体像 

47 都道府県のうち 35 都道府県では誘発額が被誘発額を上回った。一方、12 都道府県で
は被誘発額が誘発額を上回った。後者には、東京都、大阪府、愛知県、茨城県、静岡県な
どが含まれる。 

被誘発額の上位は東京都 77.9 兆円、大阪府 25.4 兆円、愛知県 22.9 兆円、神奈川県 21.4
兆円、千葉県 13.4 兆円であった。誘発額は東京都 43.2 兆円、神奈川県 26.3 兆円、大阪府
22.2 兆円、愛知県 20.5 兆円、埼玉県 18.5 兆円の順であった。 

純被誘発額（被誘発額−誘発額）は東京都 34.7 兆円が突出し、大阪府 3.3 兆円、茨城県
3.2 兆円、静岡県 2.5 兆円、愛知県 2.4 兆円が続いた。反対に、誘発額の超過幅は埼玉県
5.5 兆円、神奈川県 4.9 兆円、千葉県 3.5 兆円で大きかった。絶対額は地域規模に左右され
るため、表 4 では、県内生産額や最終需要規模で調整した比率も確認する。 

表 4 は、地域規模を調整して比較するため、二つの比率の上位 5 地域を示す。北海道と
沖縄県は誘発額の絶対額が大きい一方、域外生産誘発率はそれぞれ 31.6%と 41.8%であり、
絶対額と比率で位置付けが異なった。 

表 4 域外需要依存率・域外生産誘発率の上位 5 地域（単位：%） 
順位 域外需要依存率 比率 域外生産誘発率 比率 

1 東京都 45.3 三重県 54.3 
2 茨城県 43.9 栃木県 53.0 
3 栃木県 43.0 山梨県 52.7 
4 山梨県 38.8 奈良県 50.2 
5 静岡県 36.7 大分県 49.9 

注：域外需要依存率は被誘発額／県内生産額、域外生産誘発率は誘発額／自地域の国内最終需要による国内生産
誘発額である。 

図 2 に示すとおり、東京都、茨城県、静岡県は純被誘発額と域外需要依存率の双方で上
位となった。一方、大阪府と愛知県は純被誘発額、栃木県と山梨県は域外需要依存率で上
位となり、絶対額と比率では地域の位置付けが一部異なった。 
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図 2 純被誘発額と域外需要依存率の都道府県別分布 

図 3 は、東京都、神奈川県、大阪府、愛知県、北海道、沖縄県について、被誘発額と誘
発額の総額を比較したものである。東京都、大阪府、愛知県では被誘発額が誘発額を上回
り、神奈川県、北海道、沖縄県では誘発額が被誘発額を上回った。 

 
図 3 対象 6 都道府県の被誘発額と誘発額 

図 4 は、同じ 6 都道府県について、相手先を都道府県コード順に並べ、被誘発額と誘発
額を折れ線で示したものである。自地域との取引は除外した。東京都の被誘発額は神奈川
県の需要によるものが最大であり、東京都の需要による誘発額は大阪府向けが最大であっ
た。神奈川県、大阪府、愛知県はいずれも東京都との関係が最大であった。北海道と沖縄
県では、東京都の需要による被誘発額よりも、自地域需要による東京都への誘発額が大き
かった。 
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図 4 対象地域における地域間生産誘発関係 
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6.2 東京都・沖縄県を中心とする生産誘発関係 

東京都の相手先別分布では、神奈川県、大阪府、埼玉県、千葉県、愛知県との関係が大
きい。2015 年の東京都の被誘発額は 77.9 兆円、誘発額は 43.2 兆円であった。 

居城・須原（2021，21 頁〔通巻 273 頁〕，注 5）は、2000 年・2005 年には茨城県、栃
木県、群馬県の需要が東京都の生産を誘発する関係がみられた一方、2011 年の結果には東
日本大震災の影響が表れている可能性を指摘し、2015 年表での再検討を課題としていた。
本稿では、3 県の需要による東京都の被誘発額は、茨城県 3.3 兆円、栃木県 1.8 兆円、群
馬県 1.4 兆円で、合計は東京都の被誘発額の 8.3%を占めた。少なくとも 2015 年には、
2000 年・2005 年と同様の関係が再びみられた。ただし、その変化を東日本大震災の影響
と特定するには、作表方法を統一した年次比較が必要である。 

北海道では、被誘発額 8.2 兆円に対して誘発額は 11.0 兆円であった。東京都との関係で
は、北海道の需要による東京都への誘発額が 2.9 兆円、東京都の需要による北海道の被誘
発額が 1.6 兆円であった。域外需要依存率は 21.8%、域外生産誘発率は 31.6%である。 

沖縄県は被誘発額 1.1 兆円に対して誘発額 3.6 兆円であり、域外生産を誘発する需要地
としての性格が相対的に強かった。沖縄県の需要による東京都への誘発額 0.8 兆円は、東
京都の需要による沖縄県の被誘発額 0.2 兆円を上回った。域外需要依存率は 15.0%、域外
生産誘発率は 41.8%であった。 

四国では、香川県と愛媛県のいずれも誘発額が被誘発額を上回った。香川県の被誘発額
は 2.3 兆円、誘発額は 2.8 兆円で、域外需要依存率は 29.5%であった。被誘発額の部門別
寄与は、商業 0.40 兆円、食料品 0.26 兆円、本社 0.24 兆円、道路輸送 0.08 兆円、非鉄金
属製錬・精製 0.08 兆円、船舶・同修理 0.07 兆円が上位であった。非鉄金属製錬・精製と
船舶・同修理の寄与は、県内の製錬業・造船業の立地を反映している。相手先別にみると、
東京都の需要による被誘発額は 0.30 兆円、東京都への誘発額は 0.57 兆円であり、大阪府
との関係はそれぞれ 0.18 兆円、0.22 兆円であった。 

愛媛県は、被誘発額 3.0 兆円に対して誘発額 4.2 兆円であった。被誘発額の部門別寄与
は、石油製品 0.31 兆円、商業 0.25 兆円、パルプ・紙・板紙・加工紙 0.24 兆円、本社 0.22
兆円、食料品 0.18 兆円、船舶・同修理 0.08 兆円が上位であり、石油製品、紙・パルプ、
造船などの県内産業構成を反映している。相手先別には、東京都の需要による被誘発額
0.43 兆円に対し、東京都への誘発額は 0.96 兆円であった。大阪府との関係でも、大阪府
の需要による愛媛県の被誘発額 0.23 兆円に対し、愛媛県の需要による大阪府への誘発額は
0.32 兆円であった。 

広域ブロックの中核都市を抱える広島県と福岡県では、被誘発額と誘発額の差が小さか
った。被誘発額・誘発額は、広島県で 6.8 兆円・6.3 兆円、福岡県で 10.8 兆円・10.9 兆円
で、最大相手先はいずれも東京都であった。福岡県では東京都への誘発額が 2.4 兆円に達
し、九州の需要拠点として域外生産を誘発している。 

静岡県、愛知県、大阪府では、東京都に加えて近隣地域も上位相手先となった。静岡県
では神奈川県・愛知県・大阪府、愛知県では大阪府・静岡県、大阪府では神奈川県・愛知
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県・兵庫県との関係が大きく、全国的な結び付きに広域ブロック内・隣接ブロック間の関
係が重なっている。 

表 5 では、居城・須原（2021）が取り上げた生産誘発関係を 2011 年と 2015 年で比較す
る。年次と作表方法が異なるため、需要地と生産地の関係に着目した。 

表 5 2011 年表と 2015 年表における地域間生産誘発関係の比較 

地域関係 2011 年表での結果 2015 年表での結果 
（単位：100 億円） 解釈 

東京都を中心とする 
地域間関係 

東京都は全国的な需要・生産の
結節点であった。 

東京都は、被誘発額と誘発額が
いずれも大きい。神奈川県、大
阪府、愛知県との双方向関係が
目立つ。 

2015 年表でも、東京都は需要
地と生産地の両面で中心となっ
ている。 

沖縄県と域外の 
誘発関係 

2011 年表では、沖縄県の需要
が域外生産を誘発する額が、域
外需要による沖縄県の生産誘発
額を上回った。 

沖縄県の需要による東京都の生
産誘発額は 78.3 であり、東京
都の需要による沖縄県の生産誘
発額 17.3 を上回る。 

誘発額が被誘発額を上回り、需
要地としての性格が相対的に強
い。域外生産誘発率は 41.8%で
ある。 

四国地域内の比較 同じ広域ブロック内でも、県ご
とに生産誘発関係が異なる。 

香川県は被誘発額 229.5、誘発
額 276.0、愛媛県は被誘発額
296.6、誘発額 420.6 である。 

両県とも誘発額が被誘発額を上
回るが、その差は愛媛県で大き
く、被誘発額の産業別構成も異
なる。 

広島県・福岡県の 
双方向性 

広島県・福岡県では、東京都と
の関係が大きい一方、被誘発額
と誘発額の差は比較的小さい。 

広島県は被誘発額が誘発額をや
や上回り、福岡県は被誘発額と
誘発額がほぼ同水準である。東
京都との関係はいずれも大き
い。 

中核都市を抱える両県では、域
外需要による県内生産と、自県
需要による域外生産誘発の双方
が大きい。 

近隣ブロックとの関係 
静岡県・愛知県・大阪府では、
東京都を中心とする関係に加え
て、東海・近畿など近接地域と
の結び付きも大きい。 

静岡県、愛知県、大阪府では、
東京都との関係に加え、神奈川
県、兵庫県、静岡県、愛知県な
ど近接地域との関係が上位であ
った。 

全国中心との結び付きに、東海
・近畿など近接する地域ブロッ
ク内の結び付きが重なってい
る。 

6.3 総投入基準波及効果 

居城・須原（2021）は、2011 年表の輸送機械について生産額または県内構成比が大き
い 9 県、飲食料品について大都市圏と農畜産物の主要生産地を含む 12 道府県を取り上げ、
投入元の上位 20 項目を示している。本稿でも同じ地域を対象とした。2015 年表では、輸
送用機械に対応する 5 部門、食料品に対応する 4 部門を、それぞれ生産額ウェイトで集約
しており、2011 年表より部門分類が細かい。このため、係数の差よりも、主要な投入元地
域と投入部門の組合せを比較する。表 6 には、関係が維持された例と変化した例を合わせ
て示す。 
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表 6 居城・須原（2021）との主要な投入元・販売先の比較 

分析 対象部門（2011 年
表） 地域 2011 年の最大相手先 2015 年の最大相手先 

総投入 輸送機械 栃木県 栃木県・輸送機械（0.131） 静岡県・自動車部品・同附属品
（0.1425） 

総投入 輸送機械 群馬県 群馬県・輸送機械（0.192） 群馬県・自動車部品・同附属品
（0.2091） 

総投入 輸送機械 埼玉県 神奈川県・輸送機械（0.126） 埼玉県・自動車部品・同附属品
（0.1538） 

総投入 輸送機械 愛知県 愛知県・輸送機械（0.382） 愛知県・自動車部品・同附属品
（0.3813） 

総投入 飲食料品 北海道 北海道・生乳（0.167） 北海道・畜産（0.1285） 
総投入 飲食料品 千葉県 千葉県・商業（0.049） 東京都・本社（0.0567） 
総投入 飲食料品 愛知県 愛知県・飲食料品（0.066） 愛知県・商業（0.0564） 
総投入 飲食料品 宮崎県 宮崎県・肉用若鶏（0.113） 宮崎県・畜産（0.1721） 

前方連関 ⽶／耕種農業 新潟県 新潟県・飲食料品（0.553） 新潟県・食料品（0.2111） 
前方連関 ⽶／耕種農業 秋田県 秋田県・飲食料品（0.947） 兵庫県・食料品（0.1973） 
前方連関 豚／畜産 茨城県 茨城県・飲食料品（0.696） 茨城県・食料品（0.3044） 
前方連関 豚／畜産 鹿児島県 鹿児島県・飲食料品（0.899） 鹿児島県・食料品（0.6689） 

2011 年の輸送機械と 2015 年の輸送用機械を比較すると、9 県中 7 県で最大投入元とな
る地域が一致した。2015 年表では輸送用機械を細分しているため、主要投入部門は自動車
部品・同附属品であった。栃木県では最大投入元が栃木県から静岡県へ、埼玉県では神奈
川県から埼玉県へ変わったが、いずれの年も関東・東海地方の輸送用機械集積との結び付
きが強かった。 

2011 年の飲食料品と 2015 年の食料品を比較すると、北海道、愛知県、大阪府、宮崎県、
鹿児島県、沖縄県では、自地域が最大投入元となる点が共通した。2015 年表では、千葉県
と神奈川県で東京都の本社部門が最大となった。この差には、本社部門を独立して設けた
ことの影響が含まれる。ほかの対象地域でも、国外輸入、商業、食料品の順位が入れ替わ
っている。部門分類と本社部門の扱いによって係数水準が変わるため、最大投入元地域や
主要投入部門の共通性を中心に比較する。 

6.4 前方連関効果 

居城・須原（2021）の前方連関分析は、⽶、豚、肉用牛、肉用若鶏、生乳、鶏卵など、
農畜産物の供給先を中心に検討している。本稿の 2015 年表ではこれらを個別部門として
扱っていないため、比較に際して、⽶を耕種農業に、豚を畜産に対応させた。⽶と豚につ
いて同論文が対象とした計 8 事例のうち、6 事例では最大販売先の地域が 2011 年と 2015
年で一致した。北海道の耕種農業・畜産、新潟県の耕種農業、茨城県・宮崎県・鹿児島県
の畜産では、自地域の農畜産物が自地域の飲食料品・食料品部門へ供給される関係が両年
に共通した。秋田県と茨城県の耕種農業では、2015 年の最大販売先が県外へ移った。 

2011 年と 2015 年では部門範囲が異なるため、ここでは係数の水準ではなく、販売先地
域の構成を比較する。 
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７．本社部門の効果と感度分析 

7.1 本社部門が東京都の生産誘発に及ぼす影響 

東京都の被誘発額は 77.9 兆円であった。このうち、本社部門で直接発生した生産額は
20.1 兆円であり、東京都の被誘発額の 25.8%を占めた。 

仮説的抽出法により本社部門を取引構造から除くと、東京都の被誘発額は 47.0 兆円まで
減少した。抽出前との差は 30.9 兆円であり、被誘発額の 39.7%に相当する。このうち
20.1 兆円が本社部門の直接寄与、残る 10.8 兆円が他産業に及ぶ間接効果である。東京都
の誘発額も 43.2 兆円から 35.7 兆円へ減少し、純被誘発額は 34.7 兆円から 11.3 兆円へ縮
小した。純被誘発額の減少率は 67.5%であり、東京都の純被誘発額の約 7 割が本社部門を
介した取引と結び付いている。 

 
図 5 東京都の被誘発額に対する本社部門の影響 

間接効果が大きかった産業は、その他の対事業所サービス 2.45 兆円、広告 1.36 兆円、
情報サービス 1.11 兆円、不動産仲介及び賃貸 1.05 兆円、インターネット附随サービス
0.64 兆円であった。本社部門の仮説的な除去による東京都の被誘発額の減少を相手地域別
にみると、神奈川県 3.4 兆円、大阪府 2.6 兆円、埼玉県 2.4 兆円、千葉県 2.2 兆円、愛知県
2.0 兆円の順に大きかった。本社機能の集積は、本社部門の生産だけでなく、関連するサ
ービス産業や大都市圏間の取引を通じても東京都内の生産を誘発している。 

7.2 初期分布と周辺計による結果の変化 

外部統計を利用できない 30 部門の初期分布を、移出額と移入額の外積による分布から
距離減衰型へ変更した場合、発地県・着地県・部門別取引額の順位相関係数は 0.994 であ
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った。最大移出先の一致率は 87.3%、最大移入元の一致率は 89.9%であり、対象 6 都道府
県の純被誘発額の順位も変わらなかった。 

周辺計を移出固定、移入固定、算術平均の三通りで設定した場合も、純被誘発額の順位
相関係数は 0.992 以上であった。香川県の純被誘発額は−0.46〜−0.34 兆円で、順位は
17〜20 位の範囲で変動し、愛知県は 1.50〜2.44 兆円で 5 位となった。地域別の順位はお
おむね安定している一方、個別地域の金額には周辺計の設定が影響している。 

８．RIETI の過去表との比較 

表 7 の A 欄は、2005 年、2011 年、2015 年の名目総生産額と本社部門の生産額を示す。
各表上の本社部門比率は 5.2%、6.1%、7.7%であった。年次間の変化には、経済構造の変
化に加えて部門定義と推計資料の違いも含まれる。 

表 7 RIETI の過去表との結果比較 
A 名目総生産額と本社部門（単位：兆円） 

年次 部門数 総生産額 本社部門の生産額 本社部門比率 
2005 26 部門 1,013.1 52.2 5.2% 
2011 31 部門 982.9 60.2 6.1% 
2015 107 内生部門 1,070.4 82.3 7.7% 

B 2011 年表との平均生産波及力の比較 
試算条件 本社部門、国外輸入、移入の扱い 2011 年値 2015 年値 差 

主分析（地域間取引
額を保持） 

本社部門を含む。県内供給と地域間供給のみを係数化し、
移出入調整項を除く。 2.3197 1.7625 -0.5572 

本社部門除外 2011 年表・2015 年表とも本社部門を除く。その他は主分
析と同じ。 2.1230 1.6024 -0.5206 

国外輸入を国内供給
へ置換 

2015 年表の国外輸入を着地県内の同一部門供給に仮想的
に置き換える。 2.3197 2.0549 -0.2648 

移入上限型 本社部門を含む。輸入を優先し、競争型需要を超える地域
間移入を比例縮小する。 2.3197 1.7239 -0.5957 

注：A 欄の本社部門比率は、本社部門の生産額／総生産額である。B 欄は、都道府県・産業列の生産波及力を部
門別に単純平均し、さらに 31 部門を単純平均した値である。差は丸め前の 2015 年値−2011 年値である。 

31 部門相当にそろえた 2015 年の平均生産波及力は、輸送用機械 2.4575、情報・通信機
器 2.2345、一次金属 2.1556、パルプ・紙・紙加工品 2.1204、金属製品 2.0166 が上位であ
った。2011 年値はそれぞれ 3.4651、2.9335、3.4096、2.8409、2.8909 であった。作成方
法の違いによる影響は、表 7 の B 欄の感度分析で確認した。 

2015 年の平均生産波及力は主分析で 1.7625、国外輸入を国内供給へ仮想的に置き換え
た場合は 2.0549 であった。2011 年値との差には、部門分類に加え、国外輸入、本社部門、
地域間取引額の扱いが影響している。 

自動車を含む輸送用機械では、主分析の 2015 年平均波及力は 2.4575、2011 年の平均波
及力は 3.4651 であった。本社部門を除外した場合は 2.3107、国外輸入を同じ部門の国内
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供給へ仮想的に置き換えた場合は 2.9766、移入上限型では 2.3595 であった。輸送用機械
の比較値は、国外からの輸入部品を国内供給に置き換えるかどうかに大きく左右される。 

都道府県別の平均生産波及力は、山口県 2.1360、沖縄県 1.8636、愛媛県 1.8528、鹿児
島県 1.8269、静岡県 1.8156 が上位であった。 

９．本稿の限界 

本稿には、作表方法と分析結果の解釈に関して、四つの課題が残る。 
第一に、本社部門を除く OD 推計対象 97 部門の地域間取引額のうち、移出額と移入額

の外積を初期分布に用いた 30 部門の取引額が 31.7%を占める。これらには商業やサービ
ス部門が多く含まれるため、その相手先構成には不確実性が残る。また、RAS 法では移出
側を固定して移入側を調整しており、感度分析でも一部地域の純被誘発額は周辺計の設定
によって変化した。個別の相手先構成と金額水準は、初期分布と周辺計の設定を踏まえて
解釈する。 

第二に、移出入調整項の絶対額は総生産額の 1.6%、競争型表の中間需要額の 3.7%に相
当する。調整額が大きい 5 県では、その過半が移出固定に伴う移入額の周辺計調整から生
じていた。波及分析では調整項を除いて係数行列を作成したため、作成表と分析用取引構
造の差に加え、周辺計の設定による影響も考慮する必要がある。 

第三に、本社部門列は東京都とその他地域に分けたが、46 道府県には共通の投入構造を
適用しており、投入構造の地域差は表していない。また、本社経費控除後に粗付加価値が
負または 0 となる列があり、個別部門の生産勘定には追加の検証が必要である。 

第四に、RIETI の過去表とは、部門定義、本社産出額の地域配分、国外輸入および移出
入の処理が異なる。したがって、年次間の変化には、経済構造の変化と作成方法の違いの
双方が含まれる。変化の要因を分解するには、各年を同一方法で再推計する必要がある。 

１０．結論 

本稿では、47 都道府県の 2015 年産業連関表から 107 内生部門の都道府県間産業連関表
を作成し、その作成方法と検証結果を示した。部門分類を統一し、輸出・輸入・移出・移
入を分離したうえで、本社部門と発地・着地別移出入を推計し、県内供給、地域間供給、
国外輸入を区別した表へ変換した。全国表との産業間取引総額の差は 0.2%であった。地
域間取引額の行和・列和は調整後の移出額・移入額に一致し、本社部門では産出額と中間
投入・粗付加価値の合計との差が最大4.66 × 10���百万円であった。 

東京都は、他地域の需要によって生産が誘発される一方、東京都の需要も他地域の生産
を大きく誘発していた。本社部門を介した直接・間接効果は東京都の被誘発額の 39.7%を
占めた。2011 年表との比較では、輸送用機械では関東・東海地方との、農畜産業では他県
の食料品部門との結び付きが確認された。対象 6 都道府県の順位は初期分布を変えてもお
おむね安定したが、一部地域の金額は周辺計の設定によって変化した。 

居城・須原（2021）が再検討を課題とした北関東 3 県から東京都への生産誘発も確認さ
れ、3 県の合計は東京都の被誘発額の 8.3%を占めた。北関東 3 県と東京都の関係は 2015
年にも一定の規模でみられた。2011 年にみられた変化については、震災直後という年次の
影響に加え、各年の部門分類と作成方法の違いも含めて継続的に比較する必要がある。 
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本社部門の効果は、本社サービスそのものの生産だけでなく、本社部門が情報サービス
や対事業所サービスなどを購入することによって生じる間接的な生産誘発を含む。本社部
門を独立して設けることで、各都道府県の産業が東京都などに立地する本社からサービス
を購入する経路と、本社部門から他産業へ波及する経路を区別して捉えることができる。 

初期分布の感度分析では、主要地域の順位はおおむね安定していた一方、個別の相手先
構成は初期分布の設定によって、一部地域の金額は周辺計の設定によって変化した。この
ため、本表は都道府県別の生産誘発構造や主要産業の比較に利用できるが、個別の二県間
取引を詳しく扱う際には、初期分布に用いた資料と周辺計の設定を併せて確認することが
重要である。 

各表の本社部門比率は 2005 年 5.2%、2011 年 6.1%、2015 年 7.7%であり、3 時点を通
じて上昇した。この推移には、経済構造の変化に加えて推計方法の違いも含まれる。2015
年表は、同年の都道府県間分業を詳細な部門分類で把握し、地域需要、本社機能、産業間
取引の結び付きを検討するための基礎資料となる。 

付表 

付表 1 2015 年表の内生部門分類と初期分布に用いた資料 
コード 部門名 OD 区分 コード 部門名 OD 区分 

011 耕種農業 貨物流動 351 乗用車 商品流通 
012 畜産 貨物流動 352 その他の自動車 商品流通 
013 農業サービス 外積型 353 自動車部品・同附属品 商品流通 
015 林業 貨物流動 354 船舶・同修理 商品流通 
017 漁業 貨物流動 359 その他の輸送機械・同修理 商品流通 
061 石炭・原油・天然ガス 貨物流動 391 その他の製造工業製品 商品流通 
062 その他の鉱業 貨物流動 392 再生資源回収・加工処理 貨物流動 
111 食料品 商品流通 411 建築 OD 対象外 
112 飲料 商品流通 412 建設補修 外積型 
113 飼料・有機質肥料（別掲を除く。） 商品流通 413 公共事業 OD 対象外 
114 たばこ 商品流通 419 その他の土木建設 OD 対象外 
151 繊維工業製品 商品流通 461 電力 外積型 
152 衣服・その他の繊維既製品 商品流通 462 ガス・熱供給 外積型 
161 木材・木製品 商品流通 471 水道 OD 対象外 
162 家具・装備品 商品流通 481 廃棄物処理 貨物流動 
163 パルプ・紙・板紙・加工紙 商品流通 511 商業 外積型 
164 紙加工品 商品流通 531 金融・保険 外積型 
191 印刷・製版・製本 商品流通 551 不動産仲介及び賃貸 外積型 
201 化学肥料 商品流通 552 住宅賃貸料 OD 対象外 
202 無機化学工業製品 商品流通 553 住宅賃貸料（帰属家賃） OD 対象外 
203 石油化学系基礎製品 商品流通 571 鉄道輸送 旅客流動 
204 有機化学工業製品（石油化学系基礎

製品・合成樹脂を除く。） 商品流通 572 道路輸送（自家輸送を除く。） 旅客流動 
205 合成樹脂 商品流通 574 水運 旅客流動 
206 化学繊維 商品流通 575 航空輸送 旅客流動 
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コード 部門名 OD 区分 コード 部門名 OD 区分 
207 医薬品 商品流通 576 貨物利用運送 外積型 
208 化学最終製品（医薬品を除く。） 商品流通 577 倉庫 外積型 
211 石油製品 商品流通 578 運輸附帯サービス 外積型 
212 石炭製品 商品流通 579 郵便・信書便 外積型 
221 プラスチック製品 商品流通 591 通信 外積型 
222 ゴム製品 商品流通 592 放送 外積型 
231 なめし革・革製品・毛皮 外積型 593 情報サービス 外積型 
251 ガラス・ガラス製品 商品流通 594 インターネット附随サービス 外積型 
252 セメント・セメント製品 商品流通 595 映像・音声・文字情報制作 外積型 
253 陶磁器 商品流通 611 公務 OD 対象外 
259 その他の窯業・土石製品 商品流通 631 教育 外積型 
261 銑鉄・粗鋼 商品流通 632 研究 外積型 
262 鋼材 商品流通 641 医療 外積型 
263 鋳鍛造品（鉄） 商品流通 642 保健衛生 外積型 
269 その他の鉄鋼製品 商品流通 643 社会保険・社会福祉 外積型 
271 非鉄金属製錬・精製 商品流通 644 介護 OD 対象外 
272 非鉄金属加工製品 商品流通 659 他に分類されない会員制団体 外積型 
281 建設用・建築用金属製品 商品流通 661 物品賃貸サービス 外積型 
289 その他の金属製品 商品流通 662 広告 外積型 
291 はん用機械 商品流通 663 自動車整備・機械修理 外積型 
301 生産用機械 商品流通 669 その他の対事業所サービス 外積型 
311 業務用機械 商品流通 671 宿泊業 旅客流動 
321 電子デバイス 商品流通 672 飲食サービス 旅客流動 
329 その他の電子部品 商品流通 673 洗濯・理容・美容・浴場業 外積型 
331 産業用電気機器 商品流通 674 娯楽サービス 旅客流動 
332 ⺠生用電気機器 商品流通 679 その他の対個人サービス 外積型 
333 電子応用装置・電気計測器 商品流通 681 事務用品 OD 対象外 
339 その他の電気機械 商品流通 691 分類不明 外積型 
341 通信・映像・音響機器 商品流通 ― 本社（本稿で追加） 本社推計 
342 電子計算機・同附属装置 商品流通    

注：商品流通、貨物流動、旅客流動は、それぞれ平成 23 年商品流通調査、平成 27 年全国貨物純流動調査、平
成 27 年旅客地域流動調査を示す。外積型は移出額と移入額の外積による初期分布、OD 対象外は発地・着地別
移出入を推計しない部門である。 

付表 2 本社推計に用いた経済センサス産業と産業連関表部門の対応 
本社需要の配分先（部門コード・名称） 対応する経済センサス産業（分類番号・名称） 

011 耕種農業 
012 畜産 
013 農業サービス 

01 農業 

015 林業 02 林業 

017 漁業 03 漁業（水産養殖業を除く） 
04 水産養殖業 

061 石炭・原油・天然ガス 
062 その他の鉱業 05 鉱業，採石業，砂利採取業 
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本社需要の配分先（部門コード・名称） 対応する経済センサス産業（分類番号・名称） 
411 建築 
412 建設補修 
413 公共事業 
419 その他の土木建設 

06 総合工事業 
07 職別工事業（設備工事業を除く） 
08 設備工事業 

111 食料品 09 食料品製造業 
112 飲料 
113 飼料・有機質肥料（別掲を除く。） 
114 たばこ 

10 飲料・たばこ・飼料製造業 

151 繊維工業製品 
152 衣服・その他の繊維既製品 11 繊維工業 

161 木材・木製品 12 木材・木製品製造業（家具を除く） 
162 家具・装備品 13 家具・装備品製造業 
163 パルプ・紙・板紙・加工紙 
164 紙加工品 14 パルプ・紙・紙加工品製造業 

191 印刷・製版・製本 15 印刷・同関連業 
201 化学肥料 
202 無機化学工業製品 
203 石油化学系基礎製品 
204 有機化学工業製品（石油化学系基礎製
品・合成樹脂を除く。） 
205 合成樹脂 
206 化学繊維 
207 医薬品 
208 化学最終製品（医薬品を除く。） 

16 化学工業 

211 石油製品 
212 石炭製品 17 石油製品・石炭製品製造業 

221 プラスチック製品 18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 
222 ゴム製品 19 ゴム製品製造業 
231 なめし革・革製品・毛皮 20 なめし革・同製品・毛皮製造業 
251 ガラス・ガラス製品 
252 セメント・セメント製品 
253 陶磁器 
259 その他の窯業・土石製品 

21 窯業・土石製品製造業 

261 銑鉄・粗鋼 
262 鋼材 
263 鋳鍛造品（鉄） 
269 その他の鉄鋼製品 

22 鉄鋼業 

271 非鉄金属製錬・精製 
272 非鉄金属加工製品 23 非鉄金属製造業 

281 建設用・建築用金属製品 
289 その他の金属製品 24 金属製品製造業 

291 はん用機械 25 はん用機械器具製造業 
301 生産用機械 26 生産用機械器具製造業 
311 業務用機械 27 業務用機械器具製造業 
321 電子デバイス 
329 その他の電子部品 28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 
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本社需要の配分先（部門コード・名称） 対応する経済センサス産業（分類番号・名称） 
331 産業用電気機器 
332 ⺠生用電気機器 
333 電子応用装置・電気計測器 
339 その他の電気機械 

29 電気機械器具製造業 

341 通信・映像・音響機器 
342 電子計算機・同附属装置 30 情報通信機械器具製造業 

351 乗用車 
352 その他の自動車 
353 自動車部品・同附属品 
354 船舶・同修理 
359 その他の輸送機械・同修理 

31 輸送用機械器具製造業 

391 その他の製造工業製品 32 その他の製造業 
461 電力 33 電気業 

462 ガス・熱供給 34 ガス業 
35 熱供給業 

471 水道 36 水道業 
591 通信 37 通信業 
592 放送 38 放送業 
593 情報サービス 39 情報サービス業 
594 インターネット附随サービス 40 インターネット附随サービス業 
595 映像・音声・文字情報制作 41 映像・音声・文字情報制作業 
571 鉄道輸送 42 鉄道業 

572 道路輸送（自家輸送を除く。） 43 道路旅客運送業 
44 道路貨物運送業 

574 水運 45 水運業 
575 航空輸送 46 航空運輸業 
577 倉庫 47 倉庫業 
576 貨物利用運送 
578 運輸附帯サービス 48 運輸に附帯するサービス業 

579 郵便・信書便 49 郵便業（信書便事業を含む） 
86 郵便局 

511 商業 50〜61 卸売業・小売業の各分類 
392 再生資源回収・加工処理 53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 
531 金融・保険 62〜67 金融業・保険業の各分類 

551 不動産仲介及び賃貸 68 不動産取引業 
69 不動産賃貸業・管理業 

552 住宅賃貸料 69 不動産賃貸業・管理業 
661 物品賃貸サービス 70 物品賃貸業 
632 研究 71 学術・開発研究機関 

669 その他の対事業所サービス 
72 専門サービス業 
74 技術サービス業 
91 職業紹介・労働者派遣業 
92 その他の事業サービス業 

662 広告 73 広告業 
671 宿泊業 75 宿泊業 
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本社需要の配分先（部門コード・名称） 対応する経済センサス産業（分類番号・名称） 
672 飲食サービス 76 飲食店 

77 持ち帰り・配達飲食サービス業 
673 洗濯・理容・美容・浴場業 78 洗濯・理容・美容・浴場業 

679 その他の対個人サービス 79 その他の生活関連サービス業 
95 その他のサービス業 

674 娯楽サービス 80 娯楽業 

631 教育 81 学校教育 
82 その他の教育，学習支援業 

641 医療 83 医療業 
642 保健衛生 84 保健衛生 
643 社会保険・社会福祉 
644 介護 85 社会保険・社会福祉・介護事業 

659 他に分類されない会員制団体 
87 協同組合 
93 政治・経済・文化団体 
94 宗教 

481 廃棄物処理 88 廃棄物処理業 

663 自動車整備・機械修理 89 自動車整備業 
90 機械等修理業 

注：経済センサスの産業名は、平成 28 年経済センサス‐活動調査の表 20 による。 
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